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単年度 ３年平均

(9.3%)

260 25.6% 15.3% 146 781

(6.6%)

183 26.3% 14.1% 158 1,059

(8.3%)

235 28.0% 15.2% 165 1,187

(5.5%)

153 29.3% 13.4% 154 1,396

(5.5%)

142 28.8% 14.3% 148 1,401

(5.0%)

130 29.5% 13.9% 148 1,428

(5.5%)

147 28.4% 13.3% 148 1,449

(5.5%)

150 29.3% 14.1% 148 1,414

(6.4%)

178 29.1% 15.6% 148 1,337
R12 4,216 4,038

R10 4,039 3,892

１　財　政　運　営　適　正　化　計　画

R9 4,230 4,100

R6 4,467 4,224

R11 4,195 4,045

R8 5,749 5,607

R5 5,175 4,984

R7 4,782 4,629

R4 4,560 4,296

うち
減債

うち
財政調整

地方債
現在高うち

人件費
うち

公債費

調査表　１

年度
財政力
指数

３年平均
実質収支

(実質収支
比率)

標準財政規模
実質公債費比率

経　常　収　支　比　率将来
負担
比率

基金現在高

財　　政　　状　　況　　の　　推　　移　（単位：百万円、％）

歳入 歳出
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設定及び措置、目標等

　税務住民課の推計による。

　コンビニ収納や電子決済（スマホ等）の導入による徴収率の向上に努めている。

　移住・定住促進事業等を通じた人口確保による税源涵養に取り組む。

使用料・手数料の見直し 　定額減税の終了や0～2歳児の減少により、保育料収入は減少見込みとした。

　公営住宅使用料は、老朽化が著しいものが大半を占めることから当面、現行推移とした。

　その他の使用料、手数料は、均衡を考慮して据置を基本とする。

その他の歳入確保

職員数の現況及び将来見通し （単位：人）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

職員数 81 81 83 82 83 83 84 84

増減 0 2 △ 1 1 0 1 0

（単位：百万円）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 769.3 841.1 856.2 861.5 864.3 876.7 901.1 922.8

増減 71.7 15.1 5.3 2.8 12.4 24.4 21.7

（単位：百万円）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 396.1 434.8 391.1 402.3 381.1 365.9 391.3 441.4

増減 38.7 -43.6 11.2 -21.1 -15.2 25.4 50.1

歳
出
抑
制
策

職員定数の見直し状況 　定年延長に伴う職員構成の変化や新規採用
の進展により、令和7年度以降は職員数の増加
が見込まれる。これまでの採用抑制の影響によ
り職員の年齢構成に偏りが生じていることか
ら、住民サービスの低下を招かないよう、計画
的な採用を進めていく必要がある。

公債費の抑制

義務的経費の節減 人件費総額の抑制計画　
　主として人件費のベースアップ、その他、小・
中学校及び保育園の任用職員の増員への対
応、再任用制度により、高年齢職員の給与水準
が高く推移していることに伴い、人件費が膨ら
んでいる。
　

　公債費については、令和4年度および令和5年
度において、元金償還を据え置かずに起債を
発行することにより、公債費および元金残高の
平準化を図ってきた。
　今後は、新小学校建設事業、可燃ごみ広域処
理施設整備事業、可燃ごみ運搬中継施設整備
事業の起債の新規発行により、令和11年度か
ら令和15年度にかけて公債費の増加が見込ま
れる。

歳
入
確
保
対
策

課税客体捕捉の徹底と徴収の
強化　（地方税徴収率の向上）

超過課税・法定外税の新設

　町税については、令和7年度は定額減税の終
了に伴う増収が見込まれる。その後も賃金上昇
による所得増が期待されるものの、人口減小や
高齢化の進行により、税収の伸び悩みや減少
が懸念される。

　施設使用料は、猛暑の影響により令和6年度
は停滞傾向にあり、令和7年度以降も同様の状
況が継続する見込みである。
　自治事務に係る使用料については、隣接町と
の均衡を考慮して設定している。

　基金については、銀行等の定期預金で管理し
ていたが、有価証券購入等により基金を運用
し、運用益による歳入増加を図っている。

調査表　２２　財 政 運 営 適 正 化 計 画 の 概 要

行財政運営の簡素化
及び効率化の基本方針

　厳しい財政状況の中、限られた財源で多様化・複雑化する行政需要に的確に対応するため、行政の守備範囲を再点検し、経費負担の適正化に努める。ま
た、時代に対応した施策の選択や事務事業の整理・統合により、行政効率の向上を図る。

項目 現状と問題点

　適正な定員管理に努めるとともに、事務事業の整理及び組織の合理化を行い、人件費を抑
制を図る。

　有価証券購入等による基金運用に取り組む。

　実質公債費比率および将来負担比率を注視しつつ、これまで以上に公債費の適正化
に努める。

　県資料の人件費伸び率を参考とし、新陳代謝を鑑み推計している。



（単位：百万円）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 649.9 494.6 533.5 508.8 514.1 519.5 525.0 530.5

増減 △ 155.3 38.9 △ 24.7 5.3 5.4 5.5 5.5

うち行革分 8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（単位：百万円）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 31.4 30.2 22.8 23.2 23.5 23.9 24.3 24.7

増減 △ 1.2 △ 7.4 0.4 0.3 0.4 0.4 0.4

うち行革分 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

投資的経費の抑制 （単位：百万円）
　（地方債の発行抑制） R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 785.9 291.0 630.6 1302.1 301.2 182.2 197.9 190.3

増減 △ 494.9 339.6 671.5 △ 1,000.9 △ 119 15.7 △ 7.6

繰出金の適正合理化 （単位：百万円）
　（基準外繰出の解消等） R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

計画額 47.6 57.1 80.4 82.1 87.8 90.3 89.0

増減 9.5 23.3 1.8 5.7 2.5 -1.3

事務事業の見直し状況

その他の歳出合理化

政策評価の導入状況

行政改革・財政状況に関する

情報公開の状況

そ
の
他

　第2期久米南町創生総合戦略の検証

　行政改革・財政状況について町ホームページへ掲載

歳
出
抑
制
策

　公共下水道については、加入率が上昇してい
るものの、当町の規模では使用料収入のみで
維持管理費を賄うことが難しく、毎年度、基準外
繰出を行っている。
　今後は、物価高騰や設備更新事業により、基
準外繰出の増加が見込まれる。

基準外繰出の解消等

　令和7年度および令和8年度には、新小学校
建設事業や可燃ごみ広域処理施設整備事業、
可燃ごみ運搬中継施設整備事業に係る規模の
大きい新規発行を予定している。
　その他の建設事業については、今後、多くが
改築等の老朽化対策となることから、公共施設
等総合管理計画を基本方針として、計画的な事
業実施と財源の確保を図る必要がある。

地方債発行抑制

消費的経費の節減

　物件費について、令和5年度の庁舎等複合施
設建設事業の供用開始により一時的に増加し
た。
　しかし、物価高騰対策に伴う国の交付金等が
令和8年度以降は見込まれないことから、一時
的な減少が見込まれる。
　一方で、情報化への対応、デマンド交通の導
入、多様化する住民ニーズへの対応、物価高
騰などにより、経常的経費は今後増加すると見
込んでいる。

　維持補修費については、町道や農道の支障
木撤去等の臨時的経費が増加傾向にある。

物件費の抑制計画

維持補修費の抑制計画

項目 現状と問題点 財政運営の適正化を図るための措置及び目標

　水道事業および下水道事業の両事業については、令和7年度に改定を予定している経
営戦略に基づき、普通会計からの負担額の縮減に務める。

　物件費の高騰が続く中、事務事業の見直しを行うとともに、公共施設個別計画に基づ
き、公共施設の集約化・複合化の検討を進める。

　大型事業に伴う起債の新規発行が見込まれる中、事業計画を十分に勘案し、緊急度や
住民ニーズを的確に把握したうえでの事業採択により、地方債の発行抑制に努める。



（単位：千円，％）

決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率

521,755 521,872 0.0% 505,529 △ 3.1% 524,897 3.8% 512,796 △ 2.3% 517,780 1.0% 513,500 △ 0.8% 519,380 1.1% 515,563 △ 0.7%

166,250 177,207 6.6% 166,614 △ 6.0% 188,743 13.3% 178,100 △ 5.6% 184,527 3.6% 181,115 △ 1.8% 187,572 3.6% 184,045 △ 1.9%

306,013 295,204 △ 3.5% 288,513 △ 2.3% 285,745 △ 1.0% 284,317 △ 0.5% 282,897 △ 0.5% 282,047 △ 0.3% 281,484 △ 0.2% 281,202 △ 0.1%

49,492 49,461 △ 0.1% 50,402 1.9% 50,409 0.0% 50,379 △ 0.1% 50,356 △ 0.0% 50,338 △ 0.0% 50,324 △ 0.0% 50,316 △ 0.0%

73,967 74,654 0.9% 77,109 3.3% 79,298 2.8% 75,700 △ 4.5% 76,300 0.8% 77,200 1.2% 77,100 △ 0.1% 76,600 △ 0.6%

127,663 126,128 △ 1.2% 140,467 11.4% 119,976 △ 14.6% 120,000 0.0% 119,900 △ 0.1% 119,900 119,900 119,900

2,285 2,456 7.5% 18,689 661.0% 2,400 △ 87.2% 1,500 △ 37.5% 1,500 1,500 1,500 1,500

2,227,584 2,244,718 0.8% 2,301,138 2.5% 2,209,524 △ 4.0% 2,177,798 △ 1.4% 2,144,852 △ 1.5% 2,152,892 0.4% 2,173,206 0.9% 2,230,414 2.6%

2,048,966 2,060,554 0.6% 2,119,243 2.8% 2,030,524 △ 4.2% 1,854,728 △ 8.7% 1,887,526 1.8% 1,943,943 3.0% 2,016,873 3.8% 2,068,712 2.6%

178,618 184,164 3.1% 181,895 △ 1.2% 179,000 △ 1.6% 323,070 80.5% 257,326 △ 20.3% 208,949 △ 18.8% 156,333 △ 25.2% 161,702 3.4%

54,823 73,782 34.6% 63,995 △ 13.3% 60,531 △ 5.4% 60,500 △ 0.1% 60,500 60,500 60,500 60,500

42,324 47,814 13.0% 44,421 △ 7.1% 42,359 △ 4.6% 41,639 △ 1.7% 41,639 41,639 41,519 △ 0.3% 41,399 △ 0.3%

697,716 733,330 5.1% 692,281 △ 5.6% 721,588 4.2% 891,900 23.6% 681,900 △ 23.5% 624,900 △ 8.4% 673,900 7.8% 595,400 △ 11.6%

288,781 297,778 3.1% 320,917 7.8% 272,988 △ 14.9% 273,000 0.0% 302,800 10.9% 302,800 302,800 302,800

408,935 435,552 6.5% 371,364 △ 14.7% 448,600 20.8% 618,900 38.0% 379,100 △ 38.7% 322,100 △ 15.0% 371,100 15.2% 292,600 △ 21.2%

8,885 6,787 △ 23.6% 6,221 △ 8.3% 7,114 14.4% 6,878 △ 3.3% 6,878 8,378 21.8% 6,878 △ 17.9% 7,378 7.3%

81,629 239,020 192.8% 79,024 △ 66.9% 83,838 6.1% 348,085 315.2% 78,800 △ 77.4% 70,000 △ 11.2% 120,000 71.4% 170,000 41.7%

321,218 264,501 △ 17.7% 190,725 △ 27.9% 243,645 27.7% 153,296 △ 37.1% 141,713 △ 7.6% 129,931 △ 8.3% 146,723 12.9% 150,179 2.4%

358,428 785,878 119.3% 290,985 △ 63.0% 630,600 116.7% 1,302,100 106.5% 301,200 △ 76.9% 182,200 △ 39.5% 197,900 8.6% 190,300 △ 3.8%

25,728 11,678 △ 54.6% 5,485 △ 53.0% △ 100.0%

41,860 53,992 29.0% 56,756 5.1% 56,563 △ 0.3% 56,600 0.1% 56,600 56,600 56,600 56,600

4,560,137 5,174,932 13.5% 4,467,340 △ 13.7% 4,782,333 7.1% 5,748,792 20.2% 4,229,562 △ 26.4% 4,039,140 △ 4.5% 4,195,105 3.9% 4,215,734 0.5%

2,786,589 2,801,827 0.5% 2,862,961 2,827,046 2,778,602 2,751,140 2,755,800 2,781,773 2,834,545

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

経 常

臨 時

うち臨時財政対策債

　歳　入　合　計

12 地　　方　　債

13 そ　　の　　他

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

そ の 他

うち経常一般財源

２ 地　方　譲　与　税

３ 交　　付　　金

４ 地方特例交付金

５ 地　方　交　付　税

６ 分・負担金、寄附金

７ 使 用 料・手 数 料

８ 国 ・ 県 支 出 金

９ 財　産　収　入

10 繰　　入　　金

11 繰　　越　　金

１ 地　　方　　税

調査表　３

区　　　分
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

３　　歳　入　(見　込)　額　調



（単位：千円，％）

決算額 伸率
経常収
支比率 決算額 伸率

経常収
支比率 決算額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率 金額 伸率

経常収
支比率

749,607 25.6% 769,317 2.6% 26.3% 841,065 9.3% 28.0% 856,212 1.8% 29.3% 861,500 0.6% 28.8% 864,300 0.3% 29.5% 876,700 1.4% 28.4% 901,100 2.8% 29.3% 922,800 2.4% 29.1%

257,484 2.7% 321,536 24.9% 3.0% 307,769 △ 4.3% 3.4% 245,844 △ 20.1% 5.4% 253,700 3.2% 5.7% 261,800 3.2% 5.8% 270,200 3.2% 6.1% 278,800 3.2% 6.3% 287,700 3.2% 6.5%

429,139 15.3% 396,066 △ 7.7% 14.1% 434,756 9.8% 15.2% 391,133 △ 10.0% 13.4% 402,297 2.9% 14.3% 381,149 △ 5.3% 13.9% 365,935 △ 4.0% 13.3% 391,344 6.9% 14.1% 441,416 12.8% 15.6%

429,138 － 396,062 △ 7.7% － 434,724 9.8% － 391,101 △ 10.0% － 402,264 2.9% － 381,115 △ 5.3% － 365,900 △ 4.0% － 391,308 6.9% － 441,379 12.8% －

1 － 4 － 32 － 32 － 33 － 34 － 35 － 36 － 37 －

1,436,230 43.6% 1,486,919 3.5% 43.4% 1,583,590 6.5% 46.6% 1,493,189 △ 5.7% 0.481005615 1,517,497 1.6% 48.7% 1,507,249 △ 0.7% 49.1% 1,512,835 0.4% 47.8% 1,571,244 3.9% 49.7% 1,651,916 5.1% 51.2%

588,812 10.7% 649,896 10.4% 10.6% 494,592 △ 23.9% 9.9% 533,480 7.9% 7.8% 508,800 △ 4.6% 8.5% 514,100 1.0% 8.5% 519,500 1.1% 8.7% 525,000 1.1% 8.8% 530,500 1.0% 8.8%

32,997 0.6% 31,367 △ 4.9% 0.4% 30,191 △ 3.7% 0.4% 22,822 △ 24.4% 0.4% 23,200 1.7% 0.5% 23,500 1.3% 0.5% 23,900 1.7% 0.5% 24,300 1.7% 0.5% 24,700 1.6% 0.5%

716,703 12.5% 724,267 1.1% 13.3% 870,288 20.2% 17.5% 881,639 1.3% 18.2% 868,304 △ 1.5% 18.4% 855,304 △ 1.5% 17.3% 842,504 △ 1.5% 17.1% 830,004 △ 1.5% 17.0% 817,704 △ 1.5% 16.4%

1,338,512 23.8% 1,405,530 5.0% 24.3% 1,395,071 △ 0.7% 27.8% 1,437,941 3.1% 26.5% 1,400,304 △ 2.6% 27.3% 1,392,904 △ 0.5% 26.3% 1,385,904 △ 0.5% 26.2% 1,379,304 △ 0.5% 26.3% 1,372,904 △ 0.5% 25.7%

443,322 － 404,149 △ 8.8% － 273,768 △ 32.3% － 348,829 27.4% － 205,000 △ 41.2% － 164,000 △ 20.0% － 159,000 △ 3.0% － 153,000 △ 3.8% － 161,000 5.2% －

4,713 5,877 24.7% 0.1% 6,917 17.7% 5,278 △ 23.7% 5,278 5,278 5,278 5,278 5,278

572,387 17.9% 547,030 △ 4.4% 16.9% 335,739 △ 38.6% 10.1% 537,000 59.9% 18.1% 537,000 18.39% 533,000 △ 0.7% 18.34% 536,000 0.6% 18.42% 535,000 △ 0.2% 18.21% 535,000 17.87%

485,179 － 1,080,819 122.8% － 528,798 △ 51.1% － 806,800 52.6% － 1,842,000 128.3% － 417,200 △ 77.4% － 243,400 △ 41.7% － 301,100 23.7% － 211,500 △ 29.8% －

62,492 － 165,777 165.3% － 206,091 24.3% － 502,900 144.0% － 811,900 61.4% － 185,000 △ 77.2% － 64,000 △ 65.4% － 144,000 125.0% － 17,000 △ 88.2% －

422,687 － 915,042 116.5% － 322,707 △ 64.7% － 303,900 △ 5.8% － 1,030,100 239.0% － 232,200 △ 77.5% － 179,400 △ 22.7% － 157,100 △ 12.4% － 194,500 23.8% －

15,293 － 53,883 252.3% － 99,812 85.2% － △ 100.0% － － － － － －

13,070 － 32,053 145.2% － 94,012 193.3% － △ 100.0% － － － － － －

2,223 － 21,830 882.0% － 5,800 △ 73.4% － △ 100.0% － － － － － －

500,472 － 1,134,702 126.7% － 628,610 △ 44.6% － 806,800 28.3% － 1,942,000 140.7% － 497,200 △ 74.4% － 293,400 △ 41.0% － 401,100 36.7% － 311,500 △ 22.3% －

4,295,636 85.3% 4,984,207 16.0% 84.7% 4,223,695 △ 15.3% 84.5% 4,629,037 9.6% 92.6% 5,607,079 21.1% 94.4% 4,099,631 △ 26.9% 93.7% 3,892,417 △ 5.1% 92.4% 4,044,926 3.9% 94.2% 4,037,598 △ 0.2% 94.7%

うち経常経費
充当一般財源

2,398,069 － 2,382,585 △ 0.6% － 2,423,470 1.7% － 2,619,166 8.1% － 2,623,716 0.2% － 2,578,853 △ 1.7% － 2,546,539 △ 1.3% － 2,620,848 2.9% － 2,685,320 2.5% －

10～11
投資的経費計

　歳 出　合 計

単 独

11 災害復旧事業費

補 助

単 独

10 普通建設事業費

補 助

令和１２年度

元 利 償 還 金

令和１０年度 令和１１年度

一時借入金利子

１～３
義務的経費計

１ 人　件　費

２ 扶　助　費

３ 公　債　費

４ 物　件　費

５ 維持補修費

６ 補 助 費 等

７ 積　立　金

９ 繰　出　金

４～６
消費的経費計

８ 投資出資貸付金

４　　歳　出　(見　込)　額　調
調査表４

区　　　分

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度



（単位：千円，％）

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

2,048,966 － 2,060,554 0.6% 2,119,243 2.8% 2,030,524 △ 4.2% 1,854,728 △ 8.7% 1,887,526 1.8% 1,943,943 3.0% 2,016,873 3.8% 2,068,712 2.6%

720,159 － 716,329 △ 0.5% 713,730 △ 0.4% 727,762 2.0% 704,896 △ 3.1% 710,280 0.8% 708,200 △ 0.3% 713,180 0.7% 708,963 △ 0.6%

B 25,728 － 11,678 △ 54.6% 5,485 △ 53.0% △ 100.0%

A 2,794,853 － 2,788,561 △ 0.2% 2,838,458 1.8% 2,758,286 △ 2.8% 2,559,624 △ 7.2% 2,597,806 1.5% 2,652,143 2.1% 2,730,053 2.9% 2,777,675 1.7%

C 429,138 － 396,062 △ 7.7% 434,724 9.8% 391,101 △ 10.0% 402,264 2.9% 381,115 △ 5.3% 365,900 △ 4.0% 391,308 6.9% 441,379 12.8%

D －

Ｅ 241,854 － 207,400 △ 14.2% 171,587 △ 17.3% 178,218 3.9% 186,031 4.4% 190,925 2.6% 190,867 △ 0.0% 191,627 0.4% 181,868 △ 5.1%

① －

② 222,820 － 189,314 △ 15.0% 154,999 △ 18.1% 159,786 3.1% 167,498 4.8% 172,391 2.9% 172,332 △ 0.0% 173,091 0.4% 163,331 △ 5.6%

③ 18,731 － 17,621 △ 5.9% 16,041 △ 9.0% 18,000 12.2% 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

④ 302 － 461 52.6% 515 11.7% 400 △ 22.3% 500 25.0% 500 500 500 500

⑤ 1 4 32 32 33 34 35 36 37

Ｆ － 4,879 △ 100.0% 1,600 500 △ 68.8% 700 40.0% 900 28.6%

Ｇ －

Ｈ 383,300 － 350,905 △ 8.5% 349,902 △ 0.3% 313,819 △ 10.3% 328,922 4.8% 323,226 △ 1.7% 333,740 3.3% 365,210 9.4% 367,655 0.7%

ア 321,013 － 295,361 △ 8.0% 295,126 △ 0.1% 253,168 △ 14.2% 265,105 4.7% 251,016 △ 5.3% 260,323 3.7% 292,415 12.3% 299,321 2.4%

イ 49,555 － 47,406 △ 4.3% 49,009 3.4% 54,473 11.1% 56,611 3.9% 63,807 12.7% 64,816 1.6% 64,266 △ 0.8% 59,762 △ 7.0%

ウ 12,732 － 8,138 △ 36.1% 5,767 △ 29.1% 6,178 7.1% 7,206 16.6% 8,403 16.6% 8,601 2.4% 8,529 △ 0.8% 8,572 0.5%

Ｉ 287,692 － 252,557 △ 12.2% 251,530 △ 0.4% 255,500 1.6% 259,373 1.5% 247,214 △ 4.7% 222,527 △ 10.0% 217,025 △ 2.5% 254,692 17.4%

Ｊ 2,411,553 － 2,437,656 1.1% 2,488,556 2.1% 2,444,467 △ 1.8% 2,230,702 △ 8.7% 2,274,580 2.0% 2,318,403 1.9% 2,364,843 2.0% 2,410,020 1.9%

Ｋ 11.9 － 10.3 △ 13.4% 10.1 △ 1.9% 10.4 3.0% 11.6 11.5% 10.8 △ 6.9% 9.5 △ 12.0% 9.1 △ 4.2% 10.5 15.4%

11.3 － 10.3 △ 8.8% 10.7 3.9% 10.3 △ 3.7% 10.7 3.9% 10.9 1.9% 10.6 △ 2.8% 9.8 △ 7.5% 9.7 △ 1.0%

基準財政需要額算入額
（ ア ＋ イ ＋ ウ ）

５　　実 質 公 債 費 比 率 ( 見 込 ） 調

Ａ－Ｈ

実質公債費比率（単年）
　Ｉ／Ｊ

Ｋの３か年平均

内
訳

公 債 費 分

事 業 費 補 正 分

密 度 補 正 分

（Ｃ－Ｄ＋E）－（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ）

繰 上 償 還 額

準 元 利 償 還 金
（ ① + ② + ③ + ④ + ⑤ ）

元 利 償 還 金
充 当 特 定 財 源

準 元 利 償 還 金
充 当 特 定 財 源

内
訳

満 期 一 括 償 還 地 方 債
に 係 る 年 度 割 相 当 額

調査表　５

区　　　分
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和１１年度 令和１２年度令和９年度 令和１０年度令和８年度

普 通 交 付 税

公 営 企 業 債 元 利 償 還 金
財 源 充 当 繰 出 金

組合等の起債の元利償還金
に 充 当 し た 負 担 金 等

公債費に準ずる債務負担行
為 に 基 づ く 支 出 額

一 時 借 入 金 利 子

標 準 税 収 入 額 等

計　（標準財政規模）

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

元 利 償 還 金



（単位：千円，％）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

a 3,335,492 3,739,438 3,616,082 3,855,581 4,755,417 4,675,502 4,491,802 4,298,394 4,054,915

b 14,812 25,586 48,324 155,666 181,705 140,505 140,505 140,505 139,683

c 1,502,124 1,406,539 1,231,170 1,120,056 900,973 757,659 686,101 594,031 503,528

d 95,021 84,062 76,955 86,000 82,000 82,000 83,000 82,000 82,000

e 516,776 547,213 619,606 561,200 576,000 585,600 574,300 578,600 579,500

f 0 0 0 0 0 0 0 0 0

g

h

i

j

ｋ 2,766,130 2,965,667 3,177,736 3,442,727 3,299,642 3,384,842 3,473,842 3,506,842 3,497,842

l 9,628 13,050 20,176 14,300 15,800 16,800 15,600 16,100 16,200

m

n 2,991,444 3,058,336 2,893,990 2,981,300 2,977,900 2,951,100 2,970,100 2,966,400 2,962,500

o 5,464,225 5,802,838 5,592,137 5,778,503 6,496,095 6,241,266 5,975,708 5,693,530 5,359,626

p 5,767,202 6,037,053 6,091,902 6,438,327 6,293,342 6,352,742 6,459,542 6,489,342 6,476,542

q 2,794,853 2,788,561 2,838,458 2,758,286 2,559,624 2,597,806 2,652,143 2,730,053 2,777,675

r 383,300 350,905 349,902 313,819 328,922 323,226 333,740 365,210 367,655

0.0 0.0 0.0 0.0 9.0 0.0 0.0 0.0 0.0

調査表６

充 当 可 能 特 定 歳 入

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額

一 部 事 務 組 合 等 負 担 等 見 込 額

地 方 債 の 現 在 高 （ 一 般 会 計 等 ）

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

設 立 法 人 の 負 債 額 等 負 担 見 込 額

土 地 開 発 公 社

第 三 セ ク タ ー 等

都 市 計 画 税

区     　　分

　６　将来負担比率（見込）調

将  来  負  担  比  率
｛(o-p)/(q-r)｝×100

連 結 実 質 赤 字 額

算 入 公 債 費 等 の 額 Ｄ

標 準 財 政 規 模 Ｃ

組 合 等 連 結 実 質 赤 字 額 負 担 見 込 額

充 当 可 能 財 源 等 Ｂ

将 来 負 担 額 A

充 当 可 能 基 金


